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千葉大学大学院人文社会科学研究科博士前期課程 水芦哲平 
 
1・本論文の目的 
 
 本論文は日本の住宅・住宅政策の現状を分析した上で、新しい住宅政策のあり方を構想する
ものである。そこでコンセプトとなるのが、「多様化」、「ポスト近代」、そして「コミュニティ」
という 3 つのコンセプトである。つまり新しい住宅政策は「多様化」したものであり、また「ポ
スト近代」を見据える必要がある。そして、その中心には「コミュニティ」が置かれるべきで
あるということである。なぜ、これらの要素が重要となってくるかについては、それぞれに対
応する 3 つの分析から導き出される。すなわち、空間的分析(国際比較)から「多様化」が、原
理的分析から「ポスト近代」が、そして歴史的分析(日本住宅政策史)から「コミュニティ」が
導き出される。住宅政策の現状を明らかにし、そこで生じている問題への解決策を考えること
は「新しい住宅政策」を構想することだといってよいだろう。 
 
2・住宅政策の役割 
 
まず始めに、住宅政策の役割について 4 点ほど挙げる。 
1 点目は住宅政策の社会保障的側面が挙げられる。言い換えれば、すべての国民に対して「ア
フォーダブルな住宅を提供、供給すること」である(本間, 2009) 。「アフォーダブル」とは「各
人にとって取得可能な、または賃借可能な住宅」を指す。住宅政策のもっとも基本的な、かつ
重要な役割として、アフォーダブルな住宅を国民へ供給することが挙げられるだろう。 
では具体的にアフォーダブルな住宅を供給していく上で、どのような方法があるのか。大き
く分けて 2 つの方法があるといえる。それは直接的供給と間接的供給である。 
直接的供給は、国または地方自治体などの公的セクターによって建設された住宅を直接、国
民に供給することである。日本における直接的供給の例として、各自治体が供給する公営住宅、
同じく各自治体が出資・設立した住宅供給公社による公社住宅、そして国が出資・設立した日
本住宅公団が供給する公団住宅（現 UR 賃貸住宅）などが挙げられる。このように公的セクタ
ーが直接的にアフォーダブルな住宅を建設し、供給することを、直接的供給という。 
間接的供給は、国や地方自治体などの公的セクターが、個人または組合に対して、建設資金
を融資すること、また借家世帯に対して家賃を援助すること、などといった方法が挙げられる。
日本では住宅金融公庫（現住宅金融支援機構）による、個人への建設資金の融資が前者の代表
例である。 
日本の文脈で注意を要するのは、後者の家賃補助である。欧米諸国は戦後の住宅不足に対し
て、大量の住宅を直接的供給によって建設してきた。しかし 1980 年代以降は、石油危機によ
る国の財政悪化やインフレーションの影響を受けて、それまでの直接的供給から、各世帯を対
象にした家賃補助、すなわち間接的供給へのシフトが大きなトレンドとなる(住田, 2003)。 
翻って日本においては、家賃補助という形での間接的供給は極めて限定的である。まず、生
活保護世帯に対して支給される住宅扶助がこうした性格を持つものとして挙げられるが、これ
は一部の限られた世帯にのみ支給され、また、支給を受ける世帯には強いスティグマが押され
る。2009 年には、リーマンショックによる景気後退への対応として、政府は緊急経済対策を行
ったが、その 1 つに「住宅手当緊急特別措置事業」、つまり住宅手当の支給が盛り込まれた。し
かし、この手当の対象はあくまで再就職を希望する失業者のみであり、加えて支給期間も 6 ヶ
月（最長で 9 ヶ月）と極めて短期間であった。この「日本版住宅手当」ともいえる制度は、欧
米諸国で普及している住宅手当1とは、その対象や期間の点から異なる性格を持つものであると
                                                   
1欧米諸国で支給される住宅手当は各国による違いはあるにせよ、総じて中低所得者向けで、か
つ長期にわたって支給される。 
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いえる。 
さらに日本独自の特徴として「会社」の役割が挙げられる。戦後の日本において、アフォー
ダブルな住宅の供給と同様の機能を持っていたのが給与住宅、いわゆる「社宅」である。 
戦後の日本は「フォーマル」、つまり政府や自治体などといった公的セクターに比べ、「イン
フォーマル」、すなわち会社という非公的セクターが社会保障の担い手であった(宮本, 2008)。
これは住宅においても同様で、会社が「社宅」や「家賃補助」という形で支援を行っていたた
め、公的セクターの役割は少なく抑えられた。しかし、そうした社宅を備えた会社は一部の大
企業であることに加え、近年では「社縁」や「インフォーマルな社会保障」といった力は低下
してきている(橘木, 2005)。 
2 点目に「住宅の質の向上」が挙げられる。これは住宅政策によって、住宅を一定水準の質
に誘導するものである。例えば、住宅金融公庫は融資する条件の 1 つに質的基準を設けた。ま
た戦後、大量に供給された公営住宅や公団住宅の大半は鉄筋コンクリート造りであったが、そ
うした耐火・耐震性能に優れた住宅を供給することは、国全体の住宅の質的向上を促すもので
あるといえる。 
3 点目には「地域コミュニティへの包摂」が挙げられる。これはとりわけ都市において重要
になる。なぜなら都市という空間は農村的コミュニティとは異なり、地縁や血縁に基づく紐帯
が弱い。いわば「故郷喪失者」、「根無し草」のような性格を持った人たちが集まってくる場所
である。そうした人たちを地域コミュニティへ包摂する第一歩として、ハード面のみならず、
人とのつながりなどといったソフト面においても適切な機能を備えた住宅を供給することが求
められる。これは日本のように明治以降、急速に都市化が進行した国ではとりわけ重要である
といえるだろう。 
最後の 4 点目であるが、これは「人生における選択肢の拡大」が挙げられる(平山, 2009)。住
む場所を制約されずに、自由に決められることによって、その人の人生の幅は拡がる。反対に、
住む場所がどこかに固定、またはその範囲が制約されていることは、人生における選択肢の減
少、機会の減少を意味する。 
以上、住宅政策の役割として 4 点、すなわち①アフォーダブルな住宅の供給、②住宅の質の
向上、③地域コミュニティへの包摂、④人生における選択肢の拡大を挙げた。 
 
3・国際比較から見た日本の住宅政策(空間的分析) 
 
 ここではジム・ケメニーの議論に依拠しつつ、日本の住宅政策を国際的に比較・分析した平
山の議論(平山 2009, 2011)を紹介する。 
本論文の趣旨に照らした上で、ケメニーと平山の研究意義を 2 つほど挙げる。1 つは「経済
的に豊かだからといって、必ずしも持ち家率が高くない」こと。そして、あともう 1 つは人々
の生活が多様性を増してきた時代では、住宅システムも「多様化」されるべきであること。以
上の二つである。 
 
・ケメニーの類型論 
 ケメニーは各国のテニュア（住宅所有形態）に注目した上で、各国の住宅システムを「デュ
アリズム」と「ユニタリズム」に分類した。 
彼は、持家率が総じて高く、民間賃貸と社会賃貸といった賃貸セクターが分離している国を
デュアリズムとした。ここでは持家優遇の政策が行われると同時に、賃貸住宅政策は残余化す
る。とりわけ社会賃貸住宅政策は消極的に行われる。したがって、デュアリズムとされる国の
人々にとっては手厚い支援が施されている持家取得を目指すことが、もっとも合理的な選択と
なる。しかし、それは同時に持家以外の選択をした(あるいは選択せざるを得ない)国民、つま
り民間賃貸や社会賃貸に居住する世帯は、持家世帯に比べ不利な立場におかれることを意味す
る。また、社会賃貸の数が少ないため、持家に手の届かない層は民間賃貸に住まざるを得ず、
テニュアは持家と民間賃貸の二極化傾向になる。とはいえあくまで政策のメインは持家のため、
民間賃貸に居住する世帯への支援、例えば住宅手当のようなものは規模が小さい。 
反対に、ユニタリズムとされる国は必ずしも持家率が高いわけではなく、民間賃貸、社会賃
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貸などの賃貸セクターの割合も高く、多様なテニュアの形態が見られる。住宅政策は持家誘導
ではなく、多様なテニュアに合わせた支援を施す体系となっている。また社会賃貸の形も公営
住宅など公的セクターが直接関与する形態のみならず、住宅組合への融資を通じたコーポラテ
ィブ住宅や NPO（非営利組織）によって運営されている住宅など、多様な形態があるのも特徴
的である。それに加え、賃貸市場では社会賃貸の絶対数が多いため、民間賃貸市場と社会賃貸
市場とが統合し、一種の社会的市場が形成されているのも特徴的である。そこでは民間賃貸、
社会賃貸問わず、持家と同様に良質かつ低廉な賃貸住宅が供給されている。このようにユニタ
リズムの国民には、多様なテニュアへのアクセスが保障されており、また民間賃貸に居住する
中低所得世帯へ対しても、住宅手当という支援がなされている。 
 ここでデュアリズムとして挙げられている国はアメリカ、カナダ、オーストラリア、そして
イギリスといったアングロサクソン系の国々である。これらの国では持家率が総じて 70 パー
セント近くと高いが、反対に社会賃貸の比率が極めて低い。その代表例であるアメリカは持家
率 68 パーセント、民間賃貸は 30 パーセント、社会賃貸はわずか 2 パーセントに過ぎない。ま
た住宅手当の受給率は同じく 2 パーセントである(平山, 2011)。このようにアメリカでは持家と
民間賃貸へのテニュアの二極化、そして社会賃貸政策の残余化というデュアリズムの特徴が鮮
明に読み取れる。 
ユニタリズム諸国はドイツ、スウェーデン、フランス、そしてオランダといった大陸ヨーロ
ッパの国々が挙げられている。これら国は、総じて持家率は 50 パーセント前後で推移し、社
会賃貸住宅の割合も比較的高く、中でもオランダの比率は 35 パーセントに上る。しかし、こ
こで注意を要するのはイギリスである。確かにイギリスは社会賃貸の割合が 21 パーセントと
高い。これは戦後長期にわたって、政権は問わず、一定量の社会住宅が供給され続けたことに
起因するが、1979 年に誕生したサッチャー政権はそうした傾向を転換させた。いわゆる「小さ
な政府」を掲げるサッチャーは地方財政改革の一環として、1980 年、一定の公営住宅の入居
者に「買取り権」を認める政策を実行。これは入居者が「買取り権」を行使した場合、自治体
は拒否できないという強力な制度を持つものであった(小玉, 1999)。この結果、大量の公営住宅
が払い下げられ、以降、社会賃貸住宅政策は著しく残余化に傾いた。そのため、ケメニーはデ
ュアリズムに分類している。 
ケメニーはこうしたモデルの違いが生じた原因を政治システム、中でも政党システムに求め
ている。デュアリズムの国では 2 大政党制をとる国が多く、そこでは、一方で持家層を支持基
盤とする右派(保守派)と、他方で社会賃貸の建設を求める労働組合を支持基盤とする左派(革新
派)との間で政権が揺れ動く状態が生じる。こうした 2 つの政党が中心となっているため、連立
政権は生じにくく、非妥協的な政治文化が蔓延する。したがって、そのときの政府は一方の政
党に基づいた政策が行われるため、右派の場合は持家優遇、左派の場合は社会賃貸建設という
具合に、住宅政策は政権交代のたびに大きく揺れ動く。 
反対に、ユニタリズムとされる国の多くは多党制である。また、政労使の協調体制が確立し
ていた国、いわゆるネオ･コーポラティズムが成立していた国も多い。そこでは妥協的な政治、
つまり政労使が協調して政策が実行されたため、それぞれの勢力からの要求が取り入れられ、
住宅政策も、テニュアも多様化したのである。 
以上のケメニーの議論を踏まえ、平山は個人ライフスタイルが多様化した現代においては、
そうした生活を支える住宅、テニュアも多様化されるべきだとしている(平山, 2009)。したがっ
て、デュアリズムの国の住宅政策はテニュアを中和化する方向、すなわちユニタリズムのモデ
ルへと進む必要があるだろう。 
 
・デュアリズムとしての日本 
日本では後に詳しく論じる「持家主義」が戦後から現代に至るまで、強い影響力を与え続け
ているため、持家を中心にしたテニュアとなっている。2008 年のデータによれば、持家は 61
パーセントと半分を超える。また次に多いのは民間賃貸で、こちらは 27 パーセントである。
一方、社会賃貸はわずか 6 パーセントに過ぎず、著しい残余化が見られる。また前述した企業
福祉に代表される、「インフォーマルな社会保障」が強かったのが日本の特徴であったが、給与
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住宅、いわゆる「社宅」や「官舎」は 90 年代以降、急激に低下し、現在ではわずか 3 パーセ
ントなっている。また、前述したように恒久的かつ幅広い層を対象とした住宅手当は皆無であ
る。 
日本のテニュアは持家と民間賃貸へと二極化し、また社会賃貸は著しく残余化している。こ
うしたデュアリズム・モデルの特徴に合致する日本は、デュアリズムに分類されるといってよ
い。 
さらに、近年は「テニュアの中和化」どころか、そうした傾向、すなわち持家優遇政策の強
化、社会賃貸政策の残余化をいっそう推し進めている。長期不況に見舞われているにも関わら
ず、依然としてローンを組んで持家を手に入れる世帯は多いことからも、日本人の「持家信仰」
は非常に強いといってよいだろう。しかし、戦前においては借家の割合が多かった(塩崎, 2006
年)ことからもわかるように、こうした「持家信仰」は元来日本人に備わっていたものではない。
それを裏付けるかのように、近年では持家に限らず、居住地を移動することを好み、生涯、賃
貸住宅に住み続ける人も多い。さらにグループで 1 つの住宅をシェアする「シェアハウス」の
流行など、居住スタイルにも多様性が見られる。 
しかしながら、こうした時代においても住宅政策の対象は、依然として「持家層」に向けら
れているのが、日本の現状である。したがって、今後は、多様化する人々のライフスタイルに
対応するため、単一の住宅政策から転換する必要がある。そして、その方向性は「多様性」を
守るものであるべきあって、それはケメニーの議論でいえば「ユニタリズム・モデル」に近い
ものということができる。 
ユニタリズム・モデルの事例が教えるように、経済的に豊かになったから、または都市化が
進んだからといって「信仰」に目覚めたわけでもない。紛れもなく、政策によって導き出され
た結果である。このことは、同時に政策によって「信仰の転換」は可能であることを意味する。 
 
4・住宅における近代主義的問題(原理的分析) 
 
塩崎賢明は戦後日本の住宅政策を「戦後復興期(1945-55 年)」、「成長期(1956-73 年)」、「変動
期(1974-90 年)」、「転換期(1991 年-現在)」と区分している(塩崎, 2006)。この区分において現在
は「転換期」とされているが、今後、どのような方向へと転換する必要があるのだろうか。つ
まり「転換の先」を現在の住宅問題を明らかにすることを通じて、考えていきたい。ここでは、
そうした現在の住宅問題を社会的問題、経済的問題、そして建築的問題の 3 つに分けて論じて
いく。 
 
・社会的問題 
 昨今、「孤独死」という言葉がよく耳にするが、そのきっかけとなったのが、2005 年に「孤
独死」をテーマに放映された『NHK スペシャル』である2。そして、このドキュメンタリーの
舞台となったのが、千葉県松戸市に公団が建設した大規模団地、常盤平団地3であった。 
この放送によって瞬く間に「孤独死」という言葉が全国に知れ渡り、多くの「孤独死」が報道
されるようになった。そうした報道の舞台となった多くがドキュメンタリー同様、公営あるい
は公団の住宅、つまり社会住宅である。「孤独死」に対しては、法的に明確な定義はなく、警察
庁の死因統計上でも「変死」として分類されるので、正確な数は把握されていない。しかし、
全国 76 万戸の団地で誰にも看取られずに亡くなったり、死後、一週間以上発見されなかった
人は 2010 年度のみで 184 人という報道もある(朝日新聞 2012 年 6 月 15 日)。 
また、内閣府による全国の高齢者向け調査では、孤独死を「身近に感じる人」は 42.9 パーセ
ントとの結果が出ている(内閣府, 平成 20 年)。ここからも孤独死の問題は、団地住民のみなら
ず、全国の高齢者の問題、すなわち社会問題として考える必要があるといえる。 
こうした孤独死問題の背景には、まず地域コミュニティの衰退が考えられているが、その根
本に遡れば、それは個人化やプライバシーといった概念を賛美した近代の価値観を信奉してき
                                                   
2 NHK スペシャル「ひとり団地の一室で」2005 年 9 月 24 日放映 
31955 年、日本住宅公団によって建設された総戸数約 5300 戸の大規模団地 
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た戦後社会、そのものにあると考えられる。そうした考えの一例として、思想家の佐伯啓思は
「孤独死」に象徴される、いわゆる「無縁社会」の到来は戦後日本が追い求めた個人化、いわ
ば近代主義の帰結であり、必然的な出来事としている(佐伯, 2012)。ここで確認したいことは、
続発する「孤独死」問題の根本には、「近代主義の問題」があるということである。 
 また近年、社会住宅を「福祉施設」や「福祉住宅」と呼ぶ指摘もある(森, 2006)。この背景に
は拡大する需要に対し、供給を増やすのではなく、入居条件を狭める行政側の姿勢がある(平山, 
2009)。全国の公営住宅の着工数は 1973 年をピークに、それ以降、おおむね減少の一途を辿っ
ている。とりわけ東京や横浜といった大都市では 10 年以上、公営住宅の新規着工が行わず、
事業の中心は既存の公営住宅の建替えと改修になっている。 
しかし同時に、バブル以降から続く長引く不況の影響で、入居を希望する世帯は増加し続け
ている。公営住宅の入居倍率は近年、急激に上昇しており、2004 年の調査では全国平均で「9.4
倍」、とりわけ東京ではその数値は「28.5 倍」を記録した(本間, 2009)。 
こうした需要拡大に対して、政府や自治体は入居条件を狭めることで対応した(平山,2009)。
1996 年の公営住宅法改正により、一般階層、すなわち公営住宅へ入居できる一般世帯の所得階
層を全世帯の 25 パーセントと狭めた。そして反対に、高齢者世帯や障害者世帯といった裁量
階層に対しては、その対象を全世帯の 40 パーセントに拡大。加えて、様々な優遇措置を講じ、
裁量階層が入居しやすい制度へと改変した。 
また、裁量階層の要件にも変更が加えられた。それは高齢者、障害者、母子家庭といった従
来の類型に加え、DV（ドメステイック・バイオレンス）被害者、犯罪被害者、災害被害者とい
った新たな類型を設定、要件は拡大した。その結果、一般世帯においては限られた低所得世帯
のみが入居でき、多くの裁量階層世帯が入居することになった。このことが公営住宅の「福祉
住宅化」を促したといえる。とはいえ、依然として高倍率傾向は続いているため、一般、裁量
問わず、「資格はあるけれど入居できない」世帯が多く存在する。 
1996 年以降、公営住宅をめぐる環境は大きく変化したが、このような現状は、いわば「ゲッ
トー化」、「スティグマ化」という、新しいタイプの貧困、すなわち「社会的排除」をもたらし
たといってよい。 
個人化の帰結である「孤独死」。豊かな時代に生じる新たな貧困「社会的排除」。どちらの問
題も、近代主義へと収斂される。そして、その舞台となっている公営住宅の展望を考えるため
には、こうした近代主義からの脱却が求められるだろう。 
 
・経済的問題 
 戦後日本の住宅政策は「経済政策」と揶揄されるほど、経済的な目的を持っていた。 
戦後日本の住宅市場は、いわゆるスクラップ・アンド・ビルトを延々と繰り返した。一定の住
宅を建設し続けることは、GDP の維持・拡大に大きく貢献したが、それは同時に低廉の住宅を
建設してきたことを意味する。また、環境悪化・成熟経済が叫ばれる時代において、重要性を
増しているストック市場が住宅という領域では誕生・発達しないことも、また大きな問題であ
る。 
いわば経済成長の原動力として住宅政策を利用したといえるのが、戦後日本の住宅政策特徴
である。そして、その具体的手段として、政府はもっとも経済的に効果がある「持家」を所有
することを国民に促してきた。これは前述した「持家主義」の政策と相まって、いっそうその
性格を強くした。 
バブル崩壊以降は、さらにそうした傾向が強くなった。構造不況により、輸出主導の経済成
長が維持できない中、政府は「内需拡大」と称して、経済優先・持家優遇の政策が住宅ローン
減税や、建設資金の融資条件の緩和を通じて大規模に行われた。その結果、住宅関連債務残高
は急速に拡大。住宅金融支援機構が持つ、破綻先債権、延滞債権、そして貸出条件緩和債権と
いったリスク管理債権の額は増加している(平山, 2009)。また債務不履行に陥ったことが原因と
みられる競売の数も増加しており、無理な融資は人々の居住の不安定化を招くことにつながっ
ている。 
世界的大不況につながったリーマンショックの原因はアメリカのサブプライムローンであっ
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たが、これも本をたどれば住宅関連債務の拡大という問題に行き着く。ここからも拡大する日
本の住宅関連債務は住宅市場への影響のみならず、国内市場、さらには世界市場へと拡大する
恐れがあるといえる。 
さらに持家の所有は、その人の経済的な保障にとっても大きな影響を与えた(平山, 2011)。バ
ブル崩壊以前においては上昇し続ける地価、いわゆる「土地神話」の影響を受けて、持家所有
は多額のキャピタル・ゲインを産む基盤となった。そのため持家所有は、安定的な優良財産と
された。しかし、バブル崩壊後になると一転、地価は下落し続け、反対に持家所有はキャピタ
ル・ロスを産むこととなる。とりわけ住宅はその性質上、一括ではなく、長期のローンを組ん
で買うことが多いことから、その影響は長期に及ぶとされる。こうしたことからも、持家所有
のメリットは減ってきているといえるだろう。 
 しかしながら、近年、経済優先の政策姿勢はこれまでの持家のみならず、社会賃貸、民間賃
貸の領域においても鮮明になってきている。社会賃貸では公営住宅の建設を減らしたのみなら
ず、建替えの際にも、土地の有効利用を図るため、民間に売却することを認めた。さらに 2004
年には、それまで中所得者向けに住宅を供給してきた公団は、新規建設は行わず、民間の開発
を支援することを主要な役割とした UR（都市再生機構）へと改変された。したがって、公的
賃貸住宅政策の残余化は加速し、住宅政策のメインは持家層と民間市場への支援に、いっそう
傾くこととなったのである。 
このような 1990 年代に加速した経済優先、市場重視の姿勢の背景には、同じ時代の思想的
背景として、新自由主義という経済思想、いわゆる「ネオ・リベラリズム」が蔓延していた影
響が大きいと思われる。しかしながら市場を中心に考える極めて近代的な思想は、逆にそうし
た近代的問題を加速させる結果となったといえるのではないだろうか。 
 
・建築的問題 
 戦後日本の住宅政策の特徴として、「戸数中心主義」が挙げられる(本間,2004)。 
これは住宅政策の目的を、住宅の「質」より「量」に重点を置く考え方である。日本におい
ては、住宅営団にそのはじまりを見る議論も存在する(住田,2003)が、はっきりと表れたのは
1955 年に発表された「住宅建設 10 ヵ年計画」である。当時、日本は終戦後の圧倒的な住宅不
足に加え、経済成長に伴い「農村から都市への大移動」という第二次都市化の影響によるもの
もあって、その数はさらに増大していた。この解消するどころか悪化する住宅不足問題に対し
て、政府は 10 年間という長期にわたる計画を策定。そこには供給目標、すなわち「量」を優
先する姿勢がはっきりと見られた4。 
 この計画に基づき、日本全国に多くの住宅が建設された。それを可能にした背景には、建物
の標準化がある。つまり、住宅を計画的に、かつ大量に供給するため、建物のデザインから間
取りまで、あらゆる面が標準化されたのである。 
このような標準化志向は建築学におけるモダニズム、すなわち風土や文化などといった固有
性、多様性に左右されない、「普遍性」を求める思想に依拠している。そうした普遍性を達成す
るために、住宅デザインから固有性は出来る限り排除され、没個性の性格を強くさせた。さら
に、流し台や鍵などの内装設備に関しても「公共住宅標準規格部品」を設定し、同様の商品が
内装設備に使われるようになった。 
こうした標準化によって大量供給は可能となった。しかし、それは同時に同じようなデザイ
ン、そして同じ内装を備えた住宅が日本全国に普及したことを意味する。とりわけ、もっとも
標準化されたのが大規模団地であったが、それら団地の多くは、それまで農村地帯であった場
所に建設された。ここでは、団地の完成を、近代の入り口として、つまり「近代化」の象徴と
して捉えられていたが、それは同時にそれまで地域にあった固有性を破壊されたことを意味し
ていた。こうした近代的な団地がもたらした景観破壊も、静かな問題であるといえる。 
戦後日本の時間軸は「前近代」と「近代」を基準にした「単一」の時間軸が支配し、人々の
多くは「近代」の方向へ進むことを目指した(広井, 2011)。しかし、地域の固有性や多様性が重
                                                   
4「質」の目標がはじめて提起されたのは、「第三期住宅 5 ヵ年計画(1976-80)年」である 
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要とされる現代においては、そうした近代的時間軸から離れる必要がある。それは建築の世界
においても同様であり、普遍性を追求する「モダニズム」の克服が求められるだろう。 
 
・「近代主義」を乗り越えるポスト近代へ 
ここまで現在生じている住宅をめぐる問題を社会的、経済的、そして建設的視点から述べて
きた。それぞれの問題は現象面で異なるが、本をただせば、それは「近代主義」の問題に行き
着くといえるのではないか。したがって、問題を乗り越えるための住宅政策は、「ポスト近代の
住宅政策」と呼ぶことができるだろう。 
そして、その中心には近代が軽視してきた「コミュニティ」が置かれるべきであると考える。
その理由を次の歴史的分析から明らかにしたい。 
 
5・日本住宅政策史(歴史的分析) 
 
 ここでは日本の住宅政策を歴史的に振り返っていきたい。その際、ひとつの鍵となるのが「危
機」である。それは「危機」に見舞われたとき、それまでの潜在的に指摘されていた住宅問題
が、一気に顕在化することに、起因する。その象徴的な例として「地震」が挙げられる。皮肉
なことに日本の住宅政策はそうした「危機」に見舞われるたび、発展を遂げてきた。つまり「危
機」に見舞われたことで、それまで潜在的に過ぎなかった住宅問題が顕在化したことで、政策
のレヴェルが押し上げられたのである。それは多大な被害・犠牲を目の前にして、ようやく政
策担当者が目覚めたといってもよい。したがって、日本の住宅政策を振り返る上でいくつかの
「危機」に注目し、そこで生じた「問題と政策の変化」について述べる。 
 
・「工業化・都市化」と住宅政策の誕生 
欧米諸国では「工業化」そして「都市化」が住宅政策の誕生を促したとされる。そして同様
に、日本でも明治以降の工業化と、それに連関する形で生じた都市化、これら二つの「危機」
が住宅政策の誕生を促した。 
明治維新以降、日本では「農村」から「都市」への人口の移動が、大規模に、そして急速に
生じた。その背景にあったのは明治に入ってからの工業化である。これにより都市では慢性的
な労働力不足が生じ、それを補うために多くの人々が都市へ流れこんだのである。それは同時
に都市化が生じたことも意味する。その後、第一次世界大戦以降に生じた好景気はこの傾向を
さらに加速させた。例えば、東京市の人口は 1909 年には約 162 万人であったが、1917 年には
215 万人へと増加している。 
こうした「農村から都市への大移動」はある種の「危機」といってもよい。したがって大規
模な住宅不足が、とりわけ都市において生じた。 
1920 年の内務省の調査では、全国で約 12 万戸の住宅が不足しているとされた(その多くが東
京や大阪などの大都市であると思われる)。明治以降の急激な都市化に住宅供給が追いついてい
なかったのである。また、当時、住宅の多くは借家であったため、借家人と大家との間におけ
るトラブルも頻発していた。 
こうした社会情勢を背景に、1918 年、内務省の諮問機関、救済事業調査会は「小住宅改良要
綱」を答申。これが日本における「住宅政策のはじまり」とされている(高木,2012)。ここでは
公共団体に土地収用権や住宅建築、用地購入のための起債を認めること、公共団体や公益団体
による低廉宿泊所の設置を奨励といった公共団体の役割の重視する項目などが盛り込まれた。
以後、大正期半ばから昭和初期に至るまで、この要綱に沿う形で政策が展開される(本間,1988)。 
1919 年、政府は公共団体や公益団体に建設資金を融資し、「公益住宅」の供給を促した。次
に、1921 年、同じく政府が住宅建設目指す組合への融資を行う「住宅組合法」が制定され、住
宅の建設環境を整えた。どちらも規模は大きいとはいえず、実施時期も短期間ではあったが、
日本における公的セクターによる住宅供給、すなわち「社会住宅」のはじまりといってよい。
また借地・借家人の保護を目的とした「借地・借家法」も、1921 年に制定されている。 
 
・「関東大震災」と同潤会 
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 1923 年、関東大震災が発生。この地震による死者・行方不明者は約 105,000 人を記録し、
東京・横浜といった市街地の建物の 90 パーセント近くは倒壊または焼失した。こうした未曾
有の被害に対して、海外からおよそ 5,000 万円（当時の金額）もの義捐金が集まった。そして、
翌 1924 年、この内の 1.000 万円を原資にして設立されたのが、財団法人「同潤会」である。
同潤会は（1941 年住宅営団へ吸収されるまでの 17 年間で）約 12.000 戸住宅を被災地域であ
る東京と横浜に供給した。今日、同潤会といえば多くの人は「同潤会アパートメント」をイメ
ージするが、それ以外にも普通住宅（木造長屋）や戸建住宅、さらには新興住宅地の開発まで
事業内容は多岐にわたる。しかしながら、やはり特筆されるべきものは「アパートメントハウ
ス」である。 
同潤会は関東大震災という「災害」を契機に設立された組織であったため、「災害に強いまち
づくり」を志向していた。その象徴的事業として位置づけられたのが、当時、最先端の建築技
術であった鉄筋コンクリート造りの集合住宅事業、すなわち「アパートメントハウス」である。
供給戸数としては 2,508 戸と決して多くはないが、「耐火・耐震に優れたコンクリート造りの集
合住宅」というスタイルを日本全国に知らしめたという点では、その規模以上に大きな意味が
あるとの指摘もされている(内田,2003)。また、同様に耐火・耐震の点から問題のあった「不良
住宅」を「鉄筋コンクリート造りの集合住宅」へと改良する「不良住宅改良事業」行ったこと
も明記しておく必要があるだろう。 
このように同潤会は一貫して「災害に強いまちづくり」を志向していた。その背景には被害
が大規模になったのは(当時の多くを占めていた)木造住宅の焼失、そして拡大した延焼という、
住宅の問題が関係していたことがあるに違いない。したがって「同潤会」は「災害に強い住宅」
といった災害的観点を持つ進歩的組織であった。 
まとめると「関東大震災」という「危機」が、住宅政策に「災害への対処」という視点を取
り入させたのである。しかし、そうした非常に進歩的な思考を持った「同潤会」は 1941 年、
軍需工場で働く労働者向けへの住宅を供給する「住宅営団」へと改変される。「住宅営団」は「同
潤会」とは異なり満州、朝鮮も含めた全国組織ではあったが、「営団」という形態からもわかる
ように、国家総動員体制への対応を目的とした組織であった。そこでは大量の住宅を早く供給
すること、すなわちスケールメリットを追い求めることが至上命題となっていたため、もはや
「災害に強いまちづくり」など考える余地はなく、簡素な木造住宅を供給することに専念した。 
 
・「終戦」と 55 年体制 
アジア・太平洋戦争の終結直後の 1945 年、日本は全ストックの 28 パーセントにあたる 420
万戸の住宅不足に陥った5。そして、このことは日本住宅史上、「最大の危機」といえる。しか
し、同じ敗戦国であるドイツがいち早く住宅再建を行ったこととは対照的に、日本政府が本格
的に住宅不足への対応に着手したのは、敗戦から 5 年後の 1950 年である。この年、政府は住
宅供給を金融面で支援する「住宅金融公庫法」を制定。これに基づき、住宅金融公庫(現住宅金
融支援機構)を設立。主に持家取得を目指す高所得者層向けへの融資を開始した。 
このように戦後の住宅政策は「持家層(高所得者層)」への支援が最初であった。つまり、中
低所得者への支援より高所得者の支援を優先したこと、ここに「持家主義」のはじまりを求め
る見方もある(大本, 1991)。翌 1951 年には「公営住宅法」を制定し、低所得者向けの住宅、公
営住宅の直接供給を開始する。そして、高度経済成長期がはじまったとされる 1955 年には、
拡大する通勤・通学圏への対応のため、行政区分に囚われない形で中所得者向けへの住宅供給
を目的とする「日本住宅公団（現 UR 都市機構）」を設立。ここに住宅金融公庫、公営住宅、公
団住宅の 3 本柱による住宅供給体制、いわゆる「住宅 55 年体制」(住田, 2003)が完成。 
この特徴として、前述した「戸数中心主義」と「階層別供給」という 2 つが挙げられる。後
者については、述べてきたように誕生した 3 つの供給主体、つまり 3 本柱はそれぞれ高所得者、
低所得者、中所得者に対応するものであった。ここに現代の問題である「公営住宅のスティグ
                                                   
5これは全国一律のデータであるため、空襲を受けた都市においてはもっと大きな割合であった
と推測される 
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マ化」、その原因を求めることも可能である。 
以後、三本柱を中心としたマスハウジング体制の下、大量の住宅が日本全国へ供給される。
そして、1973 年には「1 世帯 1 住宅」が全国規模において達成、終戦から 18 年経って、よう
やく戦後の「住宅不足」は解消された。これに伴い、住宅問題の中心はそれまでの「量」から、
今度は「質」へと移行する。その際、もっとも注目されたのが、都市部に多く存在する「木造
住宅密集地区」の問題であった。こうした地区の問題に対しては、同潤会が「不良住宅改良事
業」としてスラムクリアランスを行ったが、その事業は限定的かつ小規模であった。さらに戦
後の混乱期の際に、多くの木造住宅が無秩序に建設されたことにより、いっそう規模は大きく
なっていた。しかし、戦後、法律は制定されるも強制力をもったものとはいえず、対策は遅々
として進まなかったため、災害時には一軒の火事が地区全体に拡大する延焼や、道路が狭いた
め救助活動の停滞が指摘されていた。 
 
・「阪神・淡路大震災」と木造住宅密集地区 
1995 年、終戦に続いての「危機」ともいえる「阪神・淡路大震災」が発生した。この震災に
よる死者は 6,434 名にも上ったが、全体の 88 パーセント、約 5,502 人は建物倒壊による圧死・
窒息死、10 パーセントは木造住宅密集地区での焼死、残りの 2 パーセントの大部分は狭い部屋
での落下物による犠牲であった。このように死者のほとんどが住宅に関係することから、一連
の被害を「住宅災害」と呼ぶこともできる(早川,2011)。そして、このことは長年叫ばれていた
「木造住宅密集地区問題」が「阪神」において現実の出来事となった。つまり、潜在的な問題
が顕在化したことを意味する。 
震災から 2 年後の 1997 年、政府は「密集市街地における防災地区の整備の促進に関する法
律」、通称「密集法」を制定する。この法律によって「木造住宅密集地区」は「20 世紀の負の
遺産」として認識され、ようやく本格的に再開発・整備が進められるようになる。 
ここで確認したいことは「関東」に引き続き、再び震災という「危機」が住宅政策を新たな
レヴェル、ここでは「木造住宅密集地区問題」への対処というレヴェルに押し上げたことであ
る。 
また「阪神」では被災直後の避難生活、そして被災後の新たな生活をめぐって大きな問題が
発生した。いわゆる「孤独死」の問題である。避難所では 900 人以上、仮設住宅では 253 人、
そして復興公営住宅では毎年 40 人から 60 人の自殺・孤独死が発生している。その背景には、
既存のコミュニティを無視した行政側の対応にあった。例えば災害復興住宅の多くは山の中に
建設されたため、入居者は既存コミュニティとは切り離された。さらに復興住宅の周囲には商
業施設や会社がないため、入居世帯は市街地まで出る必要が生じた。これは高齢者が生活する
には厳しい環境であるといわざるを得ず、実際、多くの高齢者が引きこもる事態が生じている。
以上の問題は「コミュニティをめぐる問題」といってもよいだろう。 
すなわち、「阪神」においては直接的な問題として「木造住宅密集地区の問題」が生じ、政府
は対策に乗り出した。しかし、いわゆる「災後」においては被災者の「コミュニティをめぐる
問題」が顕在化したが、それは残されたままになった。 
 
・「東日本大震災」とコミュニティ 
こうした「阪神」の遺産に取り組む機会となったのが、ここでは最後の「危機」となる「東
日本大震災」である。2011 年 3 月 11 日、マグニチュード 9.0 の「日本最大級の地震」である
「東北地方太平洋沖地震」が発生、死者は 18,877 人にも上った。そして、死者の多くは津波に
よる水死であったが、「阪神」では 88 パーセントにも上った圧死・窒息死も、今回は 4.4 パー
セント、最大深度 7 を記録した宮城県栗原市では 1 人も死者は出なかった。 
このように「阪神」と「東日本」とでは（死因が）対照的な傾向となった背景には、地理学
上あるいは地震学上の要因に起因されることも十分考えられるが、耐震化の進展に起因するこ
とも大きいのではないかと考える。つまり「関東」と「阪神」という 2 つの「危機」によって
露となった「耐震・耐火」という問題は、「東日本」の傾向を見る限り、一応は克服へ向かって
いるといえる（少なくとも対策は進んでいるといえるだろう）。他方で、「東日本」という「危
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機」においては、「阪神」と同様「コミュニティ」をめぐる問題が、中心的な問題として現れた。 
「東日本」による避難者は最大で 409,146 人にも上り、応急仮設住宅の数は 53,089 戸、仮
設住宅団地区は 913 地区という過去最大の仮設住宅が建設された。そして、仮設住宅において
「孤独死」と見られる事件が、わかっているだけで 18 件生じている。しかし「阪神」の際に
行われた、既存コミュニティの存在を無視した入居者選定ではなく、既存コミュニティへの配
慮を試みた方法も執られた。これは避難生活を支援する上で、被災者のコミュニティ感覚へ配
慮したといえる。また、仮設住宅の空間配置の面からも、従来の敷地いっぱいに住宅を敷き詰
める方式ではなく、共有スペースを設置するなどしてコミュニティへの配慮を行った事例6もあ
る。 
建築家の山本理顕は戦後日本の住宅を「1 つの住宅に 1 つの家族が住む」という近代のプラ
イバシー重視のモデルだと批判し、今後これに代わるモデルとして「地域社会圏」を提唱して
いる(山本,2012)。これは家族を前提とせず、プライバシーよりも住民全体の相互関係、相互扶
助、すなわち「コミュニティ」を中心原理とする住宅モデルである。 
また同じく建築家の伊東豊雄は、戦後日本の建築界には経済成長を優先し、それに適した個
人化を目指す「東京的近代主義」の考え方が主流であったとし、「東日本」を機にはそうした考
えからの脱却を志向すべきだと論じている(伊東,2012)。 
紹介した 2 人の建築家に共通しているのは「プライバシー」から「コミュニティ」へのシフ
トと、近代主義からの脱却、すなわち「ポスト近代化」の必要性である。 
このような「コミュニティ」を重要視する姿勢は同潤会にも見受けられた(藤森,1990)。しか
しながら戦争によって生じた大規模な住宅不足が、そうした観点の必要性を忘却させたのでは
ないだろうか。そして、「東日本」によって再び、「コミュニティ」をめぐる問題が再び顕在化
したといえるのが、現在の状況である。 
以上、いくつかの「危機」を中心に、そして、「危機」によって生じた「問題」と「政策」の
変化に注目しながら日本住宅政策史を振り返った。ここから導き出させることは、今後の住宅
政策は「コミュニティ」を考える必要があるということである。 
 
6・まとめ 
 
ここまで 3 つの視点から、日本の住宅政策を考え、問題を分析した。そこからもわかるよう
に、日本の住宅には多くの問題がある。しかし、本来はそうした問題に対処して然るべき政策
が、上手く機能していない。むしろ、場合によっては問題を先鋭化させているとも思える。そ
こで、新しい住宅政策が求められるが、その簡単な方向性として、まずは「住宅政策の多様化」
が必要とされる。これは多様化した人々のライフスタイルに対応するためである。そして、次
に「ポスト近代化」の必要性である。これは今、住宅をめぐって生じている多くの問題の根底
には、近代主義的問題が横たわっている。こうした問題を克服するためには、従来の近代主義
から転換する必要がある。そして、最後に「コミュニティ」の重要性である。危機によって住
宅の問題は一気に顕在化するが、東日本大震災ではコミュニティをめぐる問題が多く発生した。
新しい住宅政策は、そうした問題にも対応する必要があるだろう。そのためには「コミュニテ
ィ」が重要な役割を担うことになるといえる。 
以上、簡単ではあるが日本の住宅政策をめぐる現状分析と、今後の新たな住宅政策のコンセ
プトとなるものを示した。 
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・同潤会上野下アパートメント 
1929 年竣工。現存する最後の同潤会アパートメント。建物の規模は 2 棟の 4 階建て住棟で構
成、総戸数は 76 戸になる。残念ながら、本年、2013 年 5 月に解体される予定。 
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・東雲キャナルコート COUDAN 
2003 年竣工。翌年、都市基盤公団が UR(都市再生機構)に改変されたため、1955 年の日本住宅
公団以来続いた「公団」の名による最後のプロジェクトとなった。設計は本稿で紹介した山本
理顕、伊東豊雄などの建築家が手掛けた。 
 
 
 
